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宮 上 審 第 １ 号

令和６年３月 日

宮崎市長 清山 知憲 様

宮崎市上下水道事業経営審議会

会長 鈴木 祥広

適正な上下水道料金のあり方について（答申）

本審議会は、令和５年７月２０日付け宮上財第３５号で諮問のあった２件の諮問事

項のうち、「適正な上下水道料金のあり方」については、上下水道事業を取り巻く環

境の変化に対応し、「安全で安心な水道水の安定供給」と「適正な水処理」の実現を

目指すため、７回にわたり慎重に審議を重ねてきた結果、次のとおり結論を得たので

答申するとともに、留意すべき事項について附帯意見として申し添えます。

１ 答申にあたって

「適正な上下水道料金のあり方」に係る審議については、エネルギー・食料品価

格等の物価高騰が社会経済活動や市民生活に大きく影響を及ぼしている中で議論

を開始している。

また、このような状況に十分配慮するとともに、南海トラフ巨大地震に備えた対

策、頻発・激甚化する風水害に備えたインフラの整備を図る一方で、「安全で安心

な水道水の安定供給」や「適正な水処理」が行われている今の状況を将来世代も等

しく享受するため、慎重に審議を重ねた結果、「適正な上下水道料金のあり方」に

ついては、答申内容のとおりとすることが適当であるという結論に至ったものであ

る。

２ 上下水道事業における課題

(１) 水道事業

本市では、近年の人口減少や節水機器の普及等に伴う水需要の減少などにより

給水収益が減少傾向にある。その一方で、昭和３０年代後半から５０年代前半に

かけての高度経済成長に伴う急速な都市化により整備した重要な施設や基幹管

路が、順次更新時期を迎えている。加えて、本年１月１日に発生した能登半島地

震では、石川県を中心にライフラインに甚大な被害が生じ、現在に至っても応急

復旧すら完了していない地域もあることから、ライフライン強靭化へ取り組む重

要さの教訓が改めて示された。そのような中、本市では、従前から南海トラフ巨

（案）
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大地震に備えた耐震化対策などが課題となっており、今後、建設改良費が増大す

ることが見込まれるため、計画的に施設等を更新していく必要がある。

また、直近２０年を遡ると、合併による管路の整備や簡易水道事業の統合、下

北方浄水場大規模改修事業を始めとする大規模事業などを経て企業債残高が増

加している状況にあり、令和３年度決算における給水収益に対する企業債残高の

割合は、全国平均が２６５．１６％、類似団体の平均が２４８．９２％であるの

対し、本市は５１７．０２％と約２倍の数値となっており、経営上の課題となっ

ているため、引き続き当該残高の減少に努める必要がある。

(２) 公共下水道事業

本市は、地勢的要因から終末処理場や中継ポンプ場の数が他自治体よりも多く

必要になるという課題があったものの、公衆衛生向上のため、従前から先行して

下水道の普及に積極的に投資してきた。その結果、令和３年度末時点で本市の下

水道普及率は９１．５％となっており、宮崎県平均の６１．２％、さらには全国

平均の８０．６％に比して高い水準となっているものの、企業債残高が高い状況

にあるため、将来世代の負担軽減の観点からも引き続き当該残高の減少に努める

必要がある。

また、地方公営企業である公共下水道事業は、利用者から得た下水道使用料（下

水道料金）で事業運営に必要な汚水処理費を賄う「独立採算制」の原則に基づい

て経営を行うよう、地方公営企業法に定められている。

しかしながら、汚水処理費を下水道使用料で賄えておらず、一般会計からの繰

入金により収支不足を補っている状況にある。このため、当該繰入金が教育や福

祉等、本市の行政施策の財源として活用できるよう適正な料金設定を行い当該繰

入金の削減に努めなければならない。

３ 答申内容

(１) 料金水準について

水道料金の平均改定率は９.０％、下水道使用料の平均改定率は１９．７１％と
することが適当である。

(２) 料金の算定期間について

令和７年度から令和１１年度までの５年間とする。

(３) 基本料金及び従量料金の設定について

従来、１０円単位で設定していた基本料金については、公平性の観点から、使

用するメータの口径によって増加率に差異が生じないよう１円単位の設定とし、

従量料金にて調整を図る設定方法の見直しについては適当である。
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(４) 改定時期等について

以上の改定の時期は、令和７年４月検針分からとすることが適当である。

また、上下水道事業を取り巻く環境の変化に対応するためにも、定期的な料金

見直しは必要と考えられるので、不断の財政分析に努めるとともに、おおむね５

年をめどに「適正な上下水道料金のあり方」を検討されたい。

（附帯意見）

１ 水道事業の課題でも触れたが、能登半島地震から私たち市民も様々な教訓を得

た。まず、他のライフラインに比べて上下水道は、復旧に、より長い時間を要す

ることが明白となった。そして、断層の地盤変化に起因した直下型の能登半島地

震と本市で想定される海溝型の南海トラフ巨大地震では被害の状況は必ずしも

同一とはならないが、強い揺れや液状化による施設、管路への被害は基本的には

同じと危惧している。

また、水道事業においては、水道法により「清浄にして豊富低廉な水の供給」

を図ることが目的に明記されているが、そこには水道施設等の基盤が強化されて

いることが前提となっていることを私たち給水サービス享受者は理解すべきで

ある。私たちが人として生きていくためには、水道と下水道は欠くことのできな

いライフラインであることを改めて痛感したところであり、本市においては、市

民の命を守る視点から不断の老朽化対策と地震津波対策を最優先事項として取

り組むことを期待する。

２ 今回、水道事業における適正な料金水準の審議にあたっては、令和７年度から

令和１１年度の５年間を算定期間とした試算に加え、その後年度となる令和１２

年度から令和１６年度の５年間を算定期間とした試算を行い、後年度の平均改定

率を抑制するため、この２つの算定期間における平均改定率について平準化を図

っている。

しかしながら、昨今の社会経済情勢の変動は大きく、今後、水道事業の経営状

況も計画と乖離が生じることが危惧されるため、５年後に改めて適正な料金のあ

り方を議論するにあたっては、今回の議論を背景として用いるものの、５年後の

平均改定率を審議会として確約するものではないことに留意されたい。

３ 上下水道事業では、「安全で安心な水道水の安定供給」や「適正な水処理」を

実現するため、老朽化した施設や管路の更新に加え、近年、頻発・激甚化してい

る災害への備えとして、計画的に耐震化・耐津波化を図っている。

しかしながら、今回、「適正な上下水道料金のあり方」を審議するにあたって

は、昨今の社会経済情勢や市民生活への影響を考慮し、最低限の料金水準として

いることから、限られた財源を有効に活用するため、重点的かつ効果的な事業推

進に努めていただきたい。



4

４ 料金改定を周知するにあたっては、全戸に配布される局の広報紙「せせらぎ」

や上下水道局のホームページを始めとするインターネット媒体を用い、その内容

については、経営状況や今後の事業の必要性などを明記し、広く市民が理解しや

すいものとなるよう検討されたい。

５ 本市の上下水道事業の将来像の実現に向け、具体に事業投資と財政計画を示し

た中長期的な経営計画である「宮崎市上下水道局経営戦略」（平成３１年２月策定）

に基づき着実に事業運営を進めるためには、当年度の事業結果や翌事業年度の予

算を適正に反映させる投資・財政計画のローリングを精緻に実施することはもと

より、その結果と計画に乖離が生じた場合には、要因を的確に把握し、対応策を

講じること。

また、本審議会に対して、投資・財政計画のローリング結果を説明するにあた

っては、今後予定する投資事業に加え、どのような経営努力を行っていくのか、

理解しやすいよう具体に示すことを求める。

６ 近年、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進が重要な国策の一

つとなっており、本市においても業務改善並びに経費削減の方策として、令和５

年度から人工衛星とＡＩを活用した漏水調査範囲の絞り込みを行うなど、積極的

にＤＸ化を図っている状況にあり評価できるものである。

しかしながら、デジタル技術以上に重要である専門的な技術の継承という課題

がある。この課題については、社会的な人材不足にも起因したものであるが、上

下水道事業における技術継承は、災害時における対応力にも繋がることから、Ｄ

Ｘの推進と併せ、専門的な知識を有した人材の確保並びにその技術継承に努めて

いただきたい。

７ ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）についてもグローバルな視点の

重要な国策として、直接的・間接的に多くの温室効果ガスを排出する上下水道事

業に熱い期待が寄せられている分野である。本市においては大淀処理場の今後の

取組みが、国土交通省の令和５年度カーボンニュートラル地域モデル処理場計画

（以下「モデル処理場計画」という。）に登録されたことは評価できるものである。

計画の内容としては、地域バイオマス（し尿、浄化槽汚泥）を活用した消化ガス

発電量の増加や、太陽光発電設備の導入、下水汚泥の肥料・燃料化施設の整備に

よる創エネルギーの推進、照明のＬＥＤ化や機器類の高効率化による省エネルギ

ーの推進となっている。いずれも一定の初期投資は必要であるが、モデル処理場

計画に登録されたメリットを活かし、脱炭素にも経営にも目に見える効果のある

取組みに努めていただきたい。




